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1. 業務の目的と概要 

1.1. 業務概要等 

1) 業務概要  

西谷浄水場では、「1 水源 1 浄水場」「自然流下系の優先」の方針に基づき、耐震性が

不足しているろ過池の耐震化、水源水質の悪化に対応できる粒状活性炭処理の導入、相模

湖系水利権水量の全量処理のための浄水処理能力の増強をするため、再整備事業を進めて

きた。 

本事業については、平成 27 年度に「西谷浄水場再整備事業基本計画」を策定したが、そ

の後、相模湖系導水路の導水能力増強時期を前倒ししたことに伴って、導水路、浄水処理、

排水処理を全体最適の視点で検討を行うこととした。 

 

2) 業務の目的 

本業務委託では、上記の経緯を踏まえて、「基本構想」と「基本計画」の 2 段階で検討

を行う。 

「基本構想」では、横浜市水道局で抽出した西谷浄水場の抱える課題と対策を検証し、

必要に応じて改善策を提案する。そのうえで、「現行計画案（以下、「現行案」とする）」

と「導水残圧活用案（以下、「嵩上げ案」とする）」のいずれが有利かについて比較検討

を行うことを目的とする。 

「基本計画」では、「基本構想」で有利とした案について、浄水処理から排水処理まで

の施設について全体最適となる施設計画の検討を行い、基本設計のための条件整理をする

ことを目的とする。 

（なお、本報告書では基本計画での検討結果を整理する。） 

 

3) 業務名称 

西谷浄水場再整備事業基本計画見直し及び設計条件整理業務委託 

 

4) 履行場所 

保土ケ谷区川島町 522 番地及び受託者社内 

5) 業務項目 

 

6) 履行期間 

基本構想：平成 29 年 11 月 15 日～平成 30 年 10 月 31 日 

基本計画：平成 30 年 11 月 1 日～平成 32 年 3 月 19 日 



1 業務の目的と概要 
1.1 業務概要等 

 

2 

 

7) 対象構造物 

(1) 西谷浄水場概要 

 横浜市保土ケ谷区川島町 522 番地 

 現況処理能力： 標準 356,000m3/日、最大 400,000m3/目 

 現行処理フロー：凝集沈殿＋急速ろ過方式 

 

(2) 検討対象施設 

 導水路 

 着水井 

 沈でん池 

 粒炭接触池 

 ろ過池 

 ポンプ井 

 1 号配水池（休止中） 

 管路・共同溝 

 排水処理施設 

 機械・電気設備 

 場内整備 

  

8) 現状の処理フローの概要 

浄水処理及び排水処理に関する簡易フローを図 1-1、西谷浄水場内の水質計器フローを

図 1-2に示し、概要を以下に述べる。 

相模湖及び津久井湖から導水された原水は、川井浄水場内で次亜塩素酸ナトリウムを注

入する（以下、導水路次亜という）。これは植物プランクトンの細胞壁を塩素で破壊する

ことにより、藻体内に保持されているかび臭物質を放出させ、鶴ケ峰浄水場での粉末活性

炭注入によって吸着除去することを目的としている。また、鶴ケ峰浄水場から西谷浄水場

までは、概ね 40 分程度の滞留時間を有している。 

西谷浄水場内では、着水井において硫酸を注入したのち、急速混和池において凝集剤（前

PAC）と前塩素を注入し、懸濁物質の大部分を横流式傾斜板沈殿池で沈降させる。また、

沈殿処理水に凝集剤（後 PAC）と中塩素を注入し、急速ろ過により濁質やマンガン等を除

去したのち、ろ過池出口で後塩素を注入し、浄水としている。 
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図 1-1 浄水処理及び排水処理に関する簡易フロー 

 

相模 流量 道志 流量

着水井

１系 ２系

硫酸

水質計器

魚類監視装置
（切替式）

沈澱池流入流量 沈澱池流入流量水質計器

注入後pH

前PAC 前PAC

1系
混和池

2系
混和池

前次亜 前次亜

No.1・2
沈でん池

No.3・4
沈でん池

水質計器

未処理残塩

水質計器

未処理残塩

水質計器

集合処理水残塩
中次亜

後PAC

水質計器

相模湖濁度
　　　　　ｐH

水温

水質計器

道志 濁度
　　　　　ｐH

水温

水質計器

未ろ過水濁度
　　　　　ｐH

水温

ろ過池

水質計器

ろ過水
粒子

ろ過水流量

後次亜

ポンプ井

水質計器

ろ過水残塩
濁度
pH 水質計器

ポンプ井残塩
濁度
pH

水質計器

注入後残塩

水質計器

流入残塩

補給次亜

P

3号流入流量2号流入流量

水位

2号配水池 3号配水池水位
水質計器

3号注入前残塩

補給次亜

1号配水池
休止中

水質計器

流入残塩 補給次亜

水質計器

流入残塩

水質計器

3号注入後 残塩
濁度

水質計器

2号 残塩
濁度

※平成22年7月6日より停止。

小雀系

企業団系

 
図 1-2 西谷浄水場内の水質計器フロー 
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1.2. 検討内容  

1) 基本構想 

基本構想では浄水場全体の計画（方向性の決定）を行う。 

 

2) 基本計画 

基本計画では基本構想で決定した方向性に対して、各施設の計画（方向性の決定）を行

う。 

 

1.3. 検討における与条件 

本再整備での与条件を表 1-1に示す。また、耐震性能については表 1-2の内容に準ずるもの

とする。 

 

表 1-1再整備与条件 

所 在 地

敷 地 面 積

計 画 道 路 ■有　　　　　　　　　　　　　　□無

そ の 他 の 指 定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　□指定無

■内　　　　　　　　　　　　　□外
■指定有：第5種高度地区

　　　　　　　　　　　：宅地造成工事規制区域
　　　　　　　　　　　　　　　：周辺地区又は自動車輻輳地区

□有　　　　　　　　　　　　　　■無
景 観 計 画 区 域 □有　　　　　　　　　　　　　　■無

建 ぺ い 率 ■ 60%
容　積　率 ■ 200%

南側敷地：40,964.52m2

都 市 計 画 区 域 ■内(市街化区域)　　　　　□外

用 途 地 域 ■準工業地域
防 火 地 域 □防火　　　　■準防火　　　　■法22条区域

西谷浄水場
北側敷地：神奈川県横浜市保土ヶ谷区川島町522番地3他8筆

南側敷地：神奈川県横浜市保土ヶ谷区仏向西4丁目1番地

北側敷地：115,033.87m2

騒音、振動指定地域

地 区 計 画

項　　目

 
 

表 1-2 耐震性能表 
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1.4. 前提条件 

(1) 計画取水量：最大 394,000m3/日 

(2) 整備期間中も浄水処理を継続できる施工計画とする。必要処理量については、水道局

から提示する。 

(3) 浄水水質として、水道局が定める水質管理基準を満足できるような施設・設備とする。 

(4) 施工方法は、原則として水処理に影響を与えない方法とする。仮に浄水水質において

水質管理基準を満足できない恐れや排水処理に影響がある場合には、一時的に配水池へ

の送水を停止し洗浄を行う等の対応により、給水に影響が出ないことを確認する。 

(5) 再整備後の処理フローは、「凝集沈澱＋粒状活性炭処理（上向流）＋急速ろ過」とす

る。なお、将来オゾン処理施設が必要となった場合も考慮して施設配置を検討すること。 

(6) 本整備では、用地買収は行わないことを原則として検討を行う。
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2. 浄水処理フローの検討 

西谷浄水場再整備における浄水処理施設の検討条件を、本章にて明示するものとする。 

2.1. 浄水処理フロー計画案の概要 

2.1.1. 浄水処理フロー 

浄水処理フローについて基本構想時で決定したフロー案に基づき、図 2-1のとおりとする。 

 
図 2-1 浄水処理フロー 

 

2.1.2. 処理水量 

 
 

冬季の運用(11～2月)については設備点検等の期間として常に1群停止時の水量とすると

いった条件とし、設定処理水量は表 2-1の通りとする。 

表 2-1 予備検討時での設定水量と期間 

 水量(m3/d) 期間 
最大水量(100%) 394,000 7 月～9 月 
標準水量(95%) 374,300 3～6 月、10 月 
最低運用水量 295,500 1 群停止時 

(11 月~2 月) 

 

2.1.3. 水位高低表 

 
1)Q=394,000m3/d、2)374,000m3/d、3)295,500m3/d での水位高低表を図 2-2に示す。 

各処理水量においても、着水井からポンプ井まで自然流下での運用は可能であることが確

認でき、最も水位変動が激しいことが考えられる 1群停止時 3)295,500m3/d処理においても、

条件の範囲内で着水井での設定水位を高くすることで、自然流下での運用が可能であった。 

■水位高低表 

✓ 1 群停止時となる約 30 万 m3水量での運用でも問題なく通水できる。 

✓ 水位高低図について、図 2-2に示す 。 

■処理水量 

 ✓ 最大運用水量：Q=394,000m3/日 

✓ 標準運用水量：Q=374,000m3/日 

✓ 最低運用水量：Q=295,500m3/日とする。 
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図 2-2 水位高低表 
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2.2. 検討対象施設と検討条件 

2.2.1. 浄水処理における更新対象施設の整理 

 
各施設における更新の方針は基本構想で決定した内容とし、更新対象を表 2-2に示す。 

 

表 2-2 浄水処理主要施設一覧 

No 施設名 更新内容 

1 導水路 (本工事では範囲外) 

2 着水井 2 池新設とし、既設着水井は撤去とする。 

3 薬品混和池 2 池増設とし、攪拌設備含めて新設とする。 

4 沈澱池 既設活用とする。 

5 粒炭接触池 新設とする 

6 急速ろ過池 新設とする。なお、既設急速ろ過池は撤去とする。 

7 ポンプ井 
2 池新設とする。 

なお、既設ポンプ井は管理棟地下より残置とする。 

8 薬品注入設備 
現況から変更となる処理水量に見合った注入設備を新設とする。 

既設設備は撤去とする。 

9 場内配管 
原則新設とする。なお、配置に支障となる既設配管は撤去または

切り回しを行う。 

10 電気設備 原則更新とする。 

 

 

■基本計画における更新対象となる浄水処理施設を、表 2-2に示す。 
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2.2.2. 浄水処理における系列数の整理 

 
 

本再整備において、維持管理性及び危機管理性向上を目的とし、メンテナンス時や事故に

よる影響を抑えるため、浄水処理施設の 2 系統化が求められる。 

本項では、再整備における更新対象施設の系統(系列)の考え方について、浄水処理における

運用も加味した上で整理し、各施設の系列数について検討を行った。なお、最低処理水量に

ついては約 30 万 m3が処理できるものとする。 

 

各施設の水運用を整理したうえでの浄水処理フローを図 2-3に示す。図から、着水井は片

系列で約 30 万 m3を処理できるものとし、沈澱池・粒炭接触池・急速ろ過池については 1 群

停止時として約 30 万 m3の処理を確保できるものとしている。これにより、各施設のメンテ

ナンスや事故発生時においても当該設備を持つ群及び系列への通水を停止しつつ、最低処理

水量での運用が可能であると考えられる。 

 

■通常運用時の各浄水施設の系列数 

✓原則 2系統化として、各設備に関しては以下の通りとする。 

 なお、浄水設備における系列フロー図を図 2-3に示す。 

 

着水井：2 系列(1 池/系列) 

 混和池：2 系列(1 池/系列) 

沈澱池： 2 系列(1 池/系列) 

粒炭接触池：2 系列 4 群(8 池/群) 

急速ろ過池：2 系列 4 群(6 池/群) 

ポンプ井：2 系列(1 池/系列) 
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図 2-3 浄水処理フロー図
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3. 排水処理フローの検討 

3.1. 排水フロー計画案の概要 

 
3.1.1. 排水処理フロー 

排水処理フローについては、基本構想と同様、既設運用においても排水処理における不

具合(処理フローにおける処理不良等)は発生していないことから、既設排水処理フローと同

等とする。 

 

 
図 3-1 排水処理フロー 

 

3.1.2. 下水道放流 

鶴ヶ峰工水からの下水道放流について局側で検討を行っており、局最終判断より下水道放

流は行わないものとした。 

 

3.1.3. 排水処理水位高低図概要 

排水処理における各施設の想定水位について図 3-2に示す。現況での排水処理フローと変

更が無いため、既設での水位と同等としている。

■排水処理フロー 

✓基本構想と同等の方針とし、図 3-1に排水処理フローを示す 

■下水道放流 

✓下水道放流は、行わないものとする。 
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図 3-2 排水処理水位高低概要図 
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3.2. 排水処理フローに関する課題の整理 

3.2.1. 排水流入量 

 
 

排水池へ流入する排水量の算出において、排水池に流入する排水は「ろ過池洗浄排水」、

「粒炭活性炭接触池洗浄排水」、「その他排水(サンプリング排水、漏水、地下水など)」が

挙げられる。 

 

排水池に流入する各排水量について、以下の通り整理する。 

 
 

3.2.2. 発生固形物量の検討 

 
 

発生固形物量において、現状最大で 280t/月の処理量であった。現状の取水ベース水量 25

万 m3/日程度から、再整備後は 39.4 万 m3/日（約 1.5 倍）まで増加することから、表 3-1に

示す通り、基本的に排泥も同じ比率で増加する事が見込まれる 

 

表 3-1 固形物発生量増加の想定倍数 

 取水量 固形物発生量 備考 

現状 
25 万 m3/日 

 

現状最大 280t/月程度 

 

 

 

将来 
39.4 万 m3/日 

 

将来最大 420t/月程度 

 

将来は取水、固

形物ともに約

1.5 倍に増加 

 

 

①ろ過 1 池あたり洗浄水量として 800m3/回を想定する。 

②粒状活性炭 1 池あたり洗浄水量として 500m3/回を想定する。 

③その他排水量として、100m3/時を想定する。 

■発生固形物量 

✓基本構想での検討内容と同等とし、水量按分より現状から 1.5 倍の 420t/月程度と

する。 

■排水流入量 

✓基本構想での検討内容と同等とし、ろ過池 1池当たりの洗浄排水量 800m3、粒炭接触

池 1池当たりの洗浄排水量 500m3、その他排水量 100m3/時が流入するものとする。 

約 1,5 倍 約 1,5 倍 
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3.2.3. 排水処理施設における更新対象施設の整理 

 
西谷再整備基本計画での排水処理設備の取り扱いについて表 3-2に示す。 

なお、系列数や更新における方針は、原則基本構想での内容と同等としている。 

 

表 3-2主要排水処理施設一覧表 

No 施設名 更新内容 

1 排水池 2 池増設とする。既設 3 池は耐震補強を行う。 

2 排泥池 既設活用とする 

3 濃縮槽 既設活用とする 

4 脱水機 2 基増設とする。既設 2 基は継続運用とする。 

5 脱水機棟 新設とする。なお、既設脱水機棟は撤去とする。 

6 天日乾燥床 既設撤去とし、更新しないものとする。 

7 脱臭設備 既設撤去とし、更新しないものとする。 

8 ポリマー設備 工事工程に合わせ仮設、本設として更新する。 

9 返送池 既設活用とする。 

10 場内配管 
施設の更新に伴い適宜更新とする。 

なお、配置に支障となる既設配管は撤去または切り回しを行う。 

11 電気設備 更新とする。 

■基本計画における更新対象となる排水処理施設を、表 3-2に示す。 
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4. 支障物・場内整備 

4.1. 歴史的建造物の移設 

 
 

 西谷浄水場には、浄水場内に歴史的建造物が存在する事から再整備工事の支障とならぬよ

う、現況の配置から移設を行う必要が有る。移設対象となる歴史的建造物の写真を図 4-1に

示す。 

 

 歴史的建造物の移設については、以下の条件で配置検討を行った。 

 

 
 

なお、公開エリアは一般見学者が立ち入りできる範囲としている。 

 

また、上記の条件で歴史的建造物を現況と同様のレイアウトで配置を行おうとすると、い

かなる場所であっても再整備事業の支障となってしまい、歴史的建造物を痛めるリスクが高

くなってしまう。しかし、再整備工事を進めるにあたり現況の配置から移設をさせる必要が

有るため、一度仮置きとして再整備工事の支障とならない箇所に配置をしておく必要がある。 

仮置きの配置を決定するにあたり、仮置き配置位置は案①の配置とした。 

■歴史的建造物の移設 

✓移設対象となる歴史的建造物を図 4-1に示す。 

✓歴史的建造物は再整備工事の支障とならぬよう移設仮置きし、浄水処理施設の再整

備工事完了後に本設を行う。 

✓歴史的建造物の配置を図 4-2に示す。 
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歴史的建造物の本設位置については、前頁の条件に従って公開エリア範囲となる既設ろ

過池前の配置とする。 

 

 
 

 
図 4-1 歴史的建造物対象施設(西谷浄水場歴史的建造物基礎調査報告書 より) 
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図 4-2 歴史的建造物仮置き配置案図(西谷浄水場歴史的建造物基礎調査報告書 より)
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5. 施設配置計画検討 

5.1. 浄水施設配置計画検討 

 

 

 

 

5.1.1. 浄水施設配置の条件確認 

配置検討対象施設の形状寸法を基本構想時との比較として図 5-1にまとめた。なお、基本

構想時からの変更点についても併せて記載している。 

 

 
図 5-1 浄水配置対象施設形状一覧(1/7) 

 

■浄水施設配置計画検討結果 

✓再整備における浄水施設の施設配置は基本構想時の方針と同等とする。 

✓浄水処理施設の施設配置図を図 5-2に示す。 
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図 5-1 浄水配置対象施設形状一覧(2/7) 

 

 
図 5-1浄水配置対象施設形状一覧(3/7) 



5 施設配置計画検討  

5.1 浄水施設配置計画検討 

20 

 

 

 
図 5-1浄水配置対象施設形状一覧(4/7) 

 

 
図 5-1浄水配置対象施設形状一覧(5/7) 
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図 5-1 浄水配置対象施設形状一覧(6/7) 

 

 
図 5-1 浄水配置対象施設形状一覧(7/7) 

 

 

5.1.2. 浄水施設配置検討 

浄水施設での配置検討結果を図 5-2に示す。 
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図 5-2 浄水処理施設配置図 
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5.2. 排水施設配置計画 

 

 

 

 

 

 

5.2.1. 排水施設配置の条件確認 

排水処理設備の配置検討対象施設の形状寸法を基本計画時との比較として図にまとめた。

なお、基本構想時からの変更点についても併せて記載している。 

 

 
図 5-3 排水配置対象施設形状一覧(1/3) 

 

■排水施設配置計画検討結果 

✓基本構想からの変更として脱水機棟の新設に伴い、旧管理棟跡地に新設脱水機棟を

配置とし、天日乾燥床撤去による空スペースに電気施設を配置するものとした。 

✓排水処理施設の配置図を図 5-4に示す。 



5 施設配置計画検討  

5.2 排水施設配置計画 

24 

 

 
図 5-3 排水配置対象施設形状一覧(2/3) 

 

 

 
図 5-3 排水配置対象施設形状一覧(3/3) 

 

5.2.2. 排水施設配置検討 

排水処理施設での配置検討結果を図 5-4に示す。 
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図 5-4 排水処理施設配置図 
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5.3. 配管配置計画 

再整備工事にて、新設施設及び既設施設を連絡するための連絡配管を場内に敷設する必要

が有る。本項では、新設となる連絡管を整理し、場内連絡管が施設の支障とならぬように配

置検討を行う 

5.3.1. 新設配管の配置検討 

 

 

 

 

 

新設の連絡管について、場内の新設及び既設施設の配置や通路に配慮した上での配管布

設位置の検討を行う。配管配置については、基本構想時の方針に基づいて検討を行うが、

基本構想時から追加となった配管及び配管の配置が変更となったものも含めて配置検討を

行った配管配置図を図 5-5に示す。 

■新設配管管路検討結果 

✓浄水処理施設配置の支障とならない位置に埋設配管として施工するものとする。 

再整備における新設配管管路配置を図 5-5に示す。 
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なお、連絡配管の配置を検討するにあたり、配置検討対象となる配管を表 5-1にて列挙

する。 

 

表 5-1 配置対象配管 

項目 配管口径 本数 

浄水処理水配管 

着水井～混和池 φ2000(一部φ2200) 2 条 

沈澱池～粒炭接触池 φ2000 2 条 

粒炭接触池～急速ろ過池 φ2000 2 条 

急速ろ過池～ポンプ井 φ2000 2 条 

ポンプ井～2 号配水池 φ1500 2 条(場内既設管まで) 

ポンプ井～3 号配水池 φ2000 2 条 

リターンポンプ配管 φ600 2 条 

揚水ポンプ配管 φ900 1 条 

浄水処理排水配管 

新設排水管 φ1100 1 条 

着水井ドレン管 φ1000 1 条 

混和池ドレン管 φ500 2 条 

粒炭接触池洗浄排水管 φ1000 1 条 

粒炭接触池ドレン管 φ1000 1 条 

急速ろ過池排水管 φ1000 1 条 

返送管 φ500 1 条 

 

項目 配管口径 本数 

排水処理配管 

排水池流入管 φ1000 2 条 

排水池流出管 φ900 2 条 

返送管 φ500 1 条 
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図 5-5 配管配置図
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6. 施工計画及び工事工程 

6.1. 段階的施工 

 

 

 

 

6.1.1. 施工手順の検討条件 

西谷再整備での工事工程の検討にあたって、以下の条件が存在する。 

・R22 年度までに竣工とする 

・R15 年より全量処理開始(処理水量 394,000m3/日)とする。 

・R9 年より排水処理設備本格運用開始とする。 

・導水管工事による全量受水は R10 年に開始とする。 

・浄水処理運転が中断することないよう、施工を行う。 

・処理量の減少が断続的に生じることはできる限り避ける。 

以上の条件を基に、西谷再整備更新工事における工事工程表を作成した。 

 

6.1.2. 工程表 

前節の条件を基に、本再整備工事での工事工程概要についてに表 6-1に示す。施設施工の

都合上、水量が一部変動する年度が存在する。例えば、R5～R8 年にかけては沈澱池及び混和

池に係る施工であるため半量処理とせざるを得ない。そのため、この期間については企業団

からの水量の融通などといった形で適宜調整を行う必要が有る。 

また、躯体及び配管が新設される際に、原則施工完了後直ちに洗浄及び試運転調整を行う

ものとする。 

表 6-1の内容をより詳細に示した工事工程表として、図 6-1に示す。 

 

表 6-1 工事工程概要 

年度 R2～R8 R9～R14 R15～R22 

工事区分 
排水処理施設完了

(R8) 

新設急速ろ過池運用 

全量処理開始(R15) 

再 整 備 工 事 竣 工

(R22) 

処理水量 
R2～R4:26 万 m3 

R5～R8:13 万 m3 
26 万 m3 39.4 万 m3 

施工内容 
浄水処理 

沈澱池改造及び混和

池築造(R5～R8) 

着水井新設 

西谷幹線切回し 

急速ろ過池新設 

ポンプ井新設 
粒炭接触池施工 

排水処理 排水処理施設再整備 － － 

■西谷再整備における段階的施工 

✓運用における条件を満たした上での工事工程とした。 

✓再整備における工事工程表を図 6-1に示す。 
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図 6-1 基本計画 工事工程表
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7. 維持管理性 

本章では、西谷浄水場での常時の維持管理と緊急時の維持管理内容について整理するほか、

運用中の各施設の維持管理方針について整理するものとする。 

7.1. 基本計画における維持管理の考え方 

 

 

 

7.1.1. 常時の維持管理 

西谷浄水場施設における常時運用時の維持管理表を表 7-1に示す。 

表 7-1 維持管理項目表(1/3) 

 

■維持管理の考え方 

✓常時での維持管理項目について、表 7-1に示す 
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表 7-1 維持管理項目表(2/3) 
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表 7-1 維持管理項目表(3/3) 

 
 

7.1.2. 緊急時の対応 

 

緊急時の対応として、導水経路での水質事故時の排水先を確保できるよう、新たなドレン

先について検討を行う必要が有る。 

 

 導水経路での水質事故時においてのドレン量は、図 7-1に示す通り 4,000m3/h とする。

なお、ドレン管の口径については図 7-2に示す場外休止管の更生工事を行い、φ500mm で布

設するものとする。なお、場内を通る新設ドレン管の口径についてはφ1100 として布設を行

うものとし、場外休止管の更生工事については本再整備工事には含まないものとする。
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図 7-1 新たなドレン設置後の管内水量及び排水量(基本構想報告書より) 

 

 
図 7-2  西谷浄水場での新たなドレンルート案(基本構想報告書より) 
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8. 概算工事費(イニシャルコスト) 

8.1. 工事費算出の条件の整理 

8.1.1. 概算工事費の算出方法 

1) 採用する項目 

 概算工事費として採用する単価は、①積算基準に基づく積算→②局実績→③他都市実績

→④メーカー等への見積・ヒアリング→⑤費用関数」の優先順位とする。 

 

8.1.2. 算出項目 

1) イニシャルコストの対象 

イニシャルコストを算出する主要な対象工事としては以下のとおりである。 

また、「仮設（仮配管・仮設備）に関わる費用」、「施設ごと」及び「土木、建築、設

備ごと」の事業費を把握する。 

 
 

＜基本計画での概算費用項目＞ 

①支障物等 

①-1 歴史的建造物移設 

①-2 工作場、公舎、トイレなど撤去 

①-3 西谷幹線の切回し,1 号配水池撤去 

①-4 天日乾燥床の撤去 

②排水処理施設 

②-1 脱臭設備撤去 

②-2 ポリマー設備新設 

②-3 旧管理棟撤去 

 ②-4 排水処理受変電設備新設 

②-5 排水処理自家発設備新設 

②-6 乾燥機撤去後,脱水機増設 

②-7 返送配管 

②-8 排水池増設・耐震補強 

②-9 排水処理側場内整備 

③着水井～沈澱池 

③-1 着水井の新設 

③-2 着水井弁室作造 

③-3 硫酸注入設備新設 

③-4 新設導水路～新設混和池連絡工事 

③-5 沈澱池改造(仮設設備含む) 

③-6 浄水用受変電・自家発設備新設 
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8.1.3. 概算工事費を算出する対象施設と工種の分類 

基本計画では基本構想に示す内容と同様として、概算工事費算出の基本的な考え方を以

下に示す。 

 

・土木施設：土工及び躯体工における概略数量を算出し、概略単価を乗じて概算工事費を

算出する。場内整備等は過去実績等から一式で算出する。 

・建築施設：躯体工（建築付帯を含む）については、平米単価で算出し、杭基礎について

は、過去実績等から算出する。 

・機械施設：機器費等の概算工事費に影響を与える主要な機器及び二次製品については、

機器ごとにメーカーヒアリング等により概算工事費を算出する。 

配管等については、一式計上（率計算）により、概算工事費を算出する。 

・電気施設：電気設備については、メーカーヒアリング等により概算工事費を算出する。 

電線類については一式計上（率計算）により、概算工事費を算出する。 

・諸経費 ：諸経費率については類似施設、同規模実績等の実績から適切な諸経費率を設

定する。 

・消費税率：10％とする。 

 

＜基本計画での概算費用項目＞ 

④ポンプ井 

④-1 ポンプ井の新設 

⑤ ろ過池 

⑤-1 次亜、PAC、苛性注入設備新設 

⑤-2 ろ過池の新設・共同溝の新設 

⑥粒炭接触池 

⑥-1 既設ろ過池の撤去 

⑥-2 粒炭活性炭処理施設築造 

⑥-3 浄水処理側場内整備 
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8.2. 概算工事費の算出 

 

 

8.2.1. 概算工事費及び年次計画 

基本構想時での工事概算金額との比較を表 8-1に示す。 

表 8-1より、基本構想では概算工事金額合計は約 681 億円に対し、基本計画では約 695

億円と約 14 億増加となっている。この大きな要因としては 

①脱水機棟の新設における金額増加 

②施工における運用上必要な仮設設備の追加 

が挙げられる。 

 

なお、概算工事費の工事年次割計画については、表 8-2に示す。工事年次割計画につい

て、原則は各工事項目での工種ごとの合計金額を工事年数で均等按分することで年間の工

事金額を算出するものとしているが、以下の場合は均等按分での算出でなく、年度内で行

う工事内容の工事金額の合計で算出するものとする。 

 

①同工種の工事工程であるが、工事内容が異なるもの 

(例:①-2 工作場、公舎、トイレ等撤去の’建築’項目にて、建築合計金額は 560(百万)だが、 

R3 年：倉庫新設＋公舎撤去 165(百万/年)+185(百万/年)=350(百万/年) 

R4 年：工作場撤去(108 百万/年)＋噴水撤去(108 百万/年)＋曳家移設先整備(26 百万/年)

＝242(百万/年)となる。) 

 

②工事内容は同一だが、工事年度が飛石となるもの 

(例:①-1 歴史的建造物移設の’建築’項目にて、建築合計金額は 687(百万)だが、 

R4～5 年：曳家 1 回目 495(百万)÷2 年 =248(百万/年) 

R21～22 年：曳家 2 回目 192(百万)÷2 年=96(百万/年)となる。)

■再整備における概算工事費及び年次割計画を表 8-1及び表 8-2に示す。 
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表 8-1 基本構想と基本計画での工事概算比較 
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表 8-2 事業費年度工事割 
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9. LCC 及び総費用 

9.1. LCC 算出の条件の整理 

9.1.1. LCC の算出方法 

1) ＬＣＣの算出期間と対象施設 

ＬＣＣの算出期間は、令和 2 年度から 100 年間とした。また、その対象施設は、本検討

対象施設の着水井から排水処理までの一連の施設である。 

 

9.1.2. LCC を算出する対象施設と工種の分類 

1) 維持管理費（ＬＣＣ）の費目 

ＬＣＣの費目としては、以下のとおりである。 

①施設・設備のメンテナンス費用 

②新設及び既存施設・設備の更新費用（沈でん池更新含む） 

③ランニングコスト（薬品費、動力費等）を算出する。（整備後の電力代削減費用を

ランニングコストから抽出して算出する。） 

 

9.2. LCC の算出  

 

 

9.2.1. 事業スケジュール 

ＬＣＣを算出するうえでの、再整備事業の工事に関する整備スケジュールは表 9-1のとお

りとする。 

 

表 9-1 主な施設整備スケジュール 

 STEP 1 (令和 2 年～8 年) STEP 2 (令和 9 年～14 年) STEP 3 (令和 15 年～22 年) 
排水処理設備再整備運用に向

けた整備 
全量処理運用に向けた整備 粒状活性炭処理施設の導入 

浄水処理 

場内支障物移設・撤去 

着水井新設 

沈澱池改造・混和池増設 

導水路布設(別工事) 

急速ろ過池新設 

ポンプ井新設 

薬品注入設備新設 

新設急速ろ過池運用開始 

粒状活性炭処理施設の新設 

排水処理 

排水池増設・耐震化 

脱水機増設・脱水機棟新設 

受変電自家発設備新設 

場内支障物移設・撤去 

  

 

 

 

 

整備案 

✓R2～100 年での LCC 算出結果を表 9-4に示す。 
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9.2.2. 耐用年数 

耐用年数は、原則として横浜市の基準に準ずるものとし、以下の表 9-2のとおり設定した。 

 

表 9-2 耐用年数表 

項目 耐用年数 例 
＜土木・建築＞ 
構造物 100 年 法廷耐用年数を目安（50 年）で補修し、100 年

まで延命化を図る。 
躯体内配管 100 年 構造物にあわせて更新とするため 
場内配管 100 年 浄水場施設にあわせて更新するため 

＜建築＞ 
構造物 70 年  

＜機械＞ 
機械設備（処理設備） 30 年  
電動機器 30 年 電動弁、電動ゲート、電動クレーン 
ポンプ 30 年 各種ポンプ 
薬品注入設備 20 年  

＜電気＞ 
計装設備・監視制御設備 15 年 水位計、水質計器等 
受変電設備、動力設備 30 年  
水質計器 20 年  
工業計器 30 年  

   

 

 

9.2.3. 維持管理費(修繕費・更新費)とランニングコストの算出方法 

 

表 9-2に基づいた維持管理費（修繕費・更新費）の算出の考え方とランニングコストの算

出の考え方を整理した結果を表 9-3に示す。 

また、再整備で更新を行う既存施設については、再整備期間中の毎年修繕のみで延命化

を図るものとして毎年修繕費のみを計上し、定期修繕費、更新費は計上しないものとした。 

なお、更新施設が稼働後は、既存施設は廃止の考えとして以降の既存施設の LCC は計上

しないものとした。 
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 表 9-3 LCC の考え方 
【ＬＣＣの算出方法】
修繕・更新費
（再整備対象施設）

　１　新ろ過池完成前まで
　２　新ろ過池完成後

（全量処理394,000m3/日）　～　粒炭完成前まで
　３　粒炭完成後以降

　４　中間ポンプ廃止以降
（嵩上げ案のみ）

主要な整備

・排水処理施設の整備 ・着水井新設
・沈殿池の改造
・ろ過池の新設
・ポンプ井の新設

・粒炭施設の新設 ・沈殿池嵩上げ
・中間ポンプ井の廃止

取水量 270,000ｍ３/日 394,000ｍ３/日 394,000ｍ３/日 394,000ｍ３/日

修繕・
更新費

土木施設

◆50年周期（概ね法廷耐用年数で長寿命化対応）
　⇒法廷耐用年数で長寿命化対応
　⇒老朽化補修
（ひび割れ補修93円+ひび割れ補修46円＝139円空ｍ3⇒150円/空ｍ3
（横浜市実績）・・・直工、
　⇒諸経費、税込み込み（×2））：300円/空ｍ3
　⇒弁の更新（弁の総数45個、電動弁50,000千円/個）
　⇒材工直工；50,000千円/個×1.5＝75,000千円/個
　⇒経費、税込み：75,000千円/個×1.5×1.1≒120百万円/個）
◆100年周期（目標耐用年数）
　⇒更新（建設費と同額が発生）

◆同左 ◆同左 ◆同左

建築施設

◆横浜市個別保全計画
　⇒屋根防水の補修(30年周期、ｍ2×単価)
　⇒壁面塗装(15年周期、ｍ2×単価)
◆毎年の修繕（国家機関の建築物等の保全より）
　⇒毎年、ｍ2×単価)
◆70年目（目標耐用年数）
　⇒更新（建設費と同額が発生）

◆同左 ◆同左 ◆同左

機械施設
◆工事費で算出した費用について、修繕周期を当てはめて算出。
　⇒修繕費・更新費は工事費の割合で算出。

◆同左 ◆同左 ◆同左

電気施設
◆工事費で算出した費用について、修繕周期を当てはめて算出。
　⇒修繕費・更新費は工事費の割合で算出。

◆同左 ◆同左 ◆同左

ろ過砂の更生

◆横浜市実績より
　⇒10年に1回、新池３池（116ｍ2/池）で2700万円（29年度）（横浜市実
績）
　⇒2700万円/（116ｍ2×3池）＝77,586円/ｍ2
　⇒80,000円/ｍ2
（ろ過池は既設ろ過池容量）

◆横浜市実績より
　⇒10年に1回、費用は横浜市実績
（ろ過池は新設ろ過池容量）

◆同左 ◆同左

粒炭の入替え
◆実験結果とメーカーヒアリング
　⇒5年に1回（実験データ）、費用はメーカーヒアリング

◆同左

脱水機のろ布更生・
ろ布交換

◆H25～H29の実績の平均値を用いる
（発生固形物量の単位単価に換算）

◆H25～H29の発生固形物量の単位単価に394,000ｍ3/日の運用時の発
生固形物量を乗じて算出

◆同左
（ただし、粒状活性炭が導入により粉末活性炭注入量が減少することか
ら、汚泥量は減少する。）

◆同左

ランニング
コスト

動力費 ◆基本計画見直し検討で積み上げた電力負荷量から算出
◆基本計画見直し検討で積み上げた電力負荷量から算出
（新設ろ過池（洗浄排水返送も含む）及びポンプ井の動力費が増加）

◆基本計画見直し検討で積み上げた電力負荷量から算出
（新設粒炭施設（洗浄排水返送も含む）の動力費が増加）

◆現行案では同左。
◆嵩上げ案では、沈澱池嵩上げによりポンプ動力費が削減される。

燃料費
◆H25～H29の実績の平均値を用いる。
（浄水処理は取水量の単位単価、排水処理は発生固形物量の単位単価
に換算）

◆浄水処理は、H25～H29の取水量の単位単価に394,000ｍ3/日の運用
時の取水量を乗じて算出
◆排水処理は、H25～H29の取水量の単位単価に394,000ｍ3/日の運用
時の発生固形物量を乗じて算出

◆同左

◆同左
（ただし、粒状活性炭が導入されることから、粉末活性炭注入量は減少さ
せる。）

◆同左

◆同左

薬品費
◆H25～H29の実績の平均値を用いる。
（取水量の単位単価に換算）

◆H25～H29の取水量の単位単価に394,000ｍ3/日の運用時の取水量を
乗じて算出

◆H25～H29の取水量の単位単価に394,000ｍ3/日の運用時の取水量を
乗じて算出。
ただし、粒状活性炭が導入されることから、粉末活性炭注入量は減少させ
る。

◆同左

汚泥ケーキ処分費
◆H25～H29の実績の平均値を用いる。
（発生固形物量の単位単価に換算）

◆H25～H29の発生固形物量の単位単価に394,000ｍ3/日の運用時の発
生固形物量を乗じて算出

◆同左
（ただし、粒状活性炭が導入により粉末活性炭注入量が減少することか
ら、汚泥量は減少する。）

◆同左

汚泥処分費
◆他案件での実例をもとに搬送費,処分費を算出

(年間処分汚泥量は50m3)
◆同左 ◆同左 ◆同左
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9.2.4. 維持管理費(修繕費・更新費)とランニングコストの算出結果 

令和 2 年度から 100 年間のＬＣＣ算出結果を表 9-4に示す。グラフとしてイメージ化したものを図 9-1に示す。 

表 9-4 事業費 LCC 整理結果 

 

 

ＬＣＣ比較一覧表
（ＬＣＣ期間：100年間（H32～H131））

単位：百万円（税込）

ＬＣＣ分類 工種 基本構想 基本計画
差

（基本計画－基本構想）
備考

工事費 土木施設 31,523 31,397 -127

建築施設 8,063 10,226 2,163

機械施設 17,650 17,794 144

電気施設 10,890 10,104 -787

計 68,126 69,521 1,394 基本計画にて、脱水機棟新設や曳家工事より建築工事費が高くなっている。

修繕・更新費 土木施設 5,442 5,449 7

（再整備施設） 建築施設 13,561 16,553 2,992

機械施設 61,359 62,635 1,275

電気施設 35,143 49,887 14,743

計 115,505 134,523 19,018
基本計画にて、再整備での建築工事増加より修繕費も増加
電気施設の修繕について見直しを行ったところ、修繕・更新費が増加

材料更新費 ろ過砂の更生 1,987 2,488 501

（再整備施設） 粒炭の入替え 13,939 13,939 0

脱水機のろ布更生・ろ布交換 3,781 3,781 0

計 19,707 20,208 501 基本計画にて、ろ過池面積138m
2
/池⇒144m

2
/池に変更

修繕・更新費 土木施設 6,289 10,518 4,229

（既存施設） 建築施設 7 1,609 1,602

機械施設 37,590 39,158 1,567

電気施設 5,923 7,226 1,303

計 49,809 58,511 8,702 ともに沈殿池更新費含む

材料更新費 ろ過砂の更生 0 0 0

（既存施設） 脱水機のろ布更生・ろ布交換 983 195 -788

計 983 195 -788

ランニングコスト 動力費 42,171 17,379 -24,792

燃料費 45 17 -29

薬品費 16,759 16,484 -274

汚泥ケーキ処分費 0 7,418 7,418

計 58,975 41,298 -17,677

総計 313,107 324,257 11,150
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図 9-1 事業費 LCC 整理結果(基本構想案との比較グラフ)  (1/2) 

基本計画案 
基本構想案 
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図 9-1 事業費 LCC 整理結果(基本構想案との比較グラフ)  (2/2)

基本計画案 

基本構想案 
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10. 全体最適案 

10.1. 全体最適案の考え方 

全体最適案については以下の考え方としている。 

 

基本構想では、西谷再整備の水位について、現行案と嵩上げ案については比較検討し、「西

谷浄水場の課題の解決の度合」と「リスク管理の最適化の観点」について検討し、経済性に

も優れている現行案が有利と判断し、西谷再整備は現行の水位のまま事業を進めることとし

た。基本計画見直しにおいては、基本構想の現行案をベースとしたが、基本構想では検討が

不十分と考えらえる施工性、維持管理性、試運転及び切替え方法について詳細に検討を行っ

た。 

 

具体的な検討の流れとしては、設定した設計条件（1章）、関連法規（報告書 4章）、検討

事項（報告書 3章）等の整理をまず行った。ここでは特に運転状況等の維持管理性を踏まえ、

綿密に協議し、運用及び維持管理が容易となる系統として、2章第2項の内容に示す「2系4群」

に決定した。 

 

この2系4群の施設系統をベースに、施設規模及び配置計画、管路計画（試運転及び切り替

え時の配管含む）の検討を行い、施設計画(施設規模、施設配置)の最適案を検討した。 

また、施設計画の際には、再生可能エネルギー導入、水道記念館・技術資料館の存続、見

学者対応等にも配慮した。 

 

上記の検討により、西谷浄水場の抱える主要な課題を改善できていると考えられることか

ら、基本計画見直しの目的である全体最適案を選定したと考えられる。なお、4章1項「歴史

的建造物の移設」や報告書 20章「見学者対応」などについては、局による検討結果であり、

その内容を反映している。 

 

10.2. 基本計画案のまとめ 

10.2.1. 基本計画案の整理 

1) 施設諸元 

全体及び各浄排水処理施設についての施設諸元は、報告書 3 章「全量処理した場合を想定

した施設の課題(860 項目)」中の.表 3-1 「検討項目表」にて、本再整備事業検討案の検討結

果を示している。 

 

2) 配置計画 

基本計画における配置計画案検討結果は、5 章「施設配置計画検討」にて示している。 

なお、基本計画における配置計画案を基にした全体整備計画平面図を図 10-1に示す。 
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3) 事業費、LCC 

概算工事費(イニシャルコスト)については 8 章、LCC については 9 章に示した。 

 

4) 基本構想からの具体的検討項目 

基本構想では、場内施設全体での計画検討を主としていたが、基本計画では施設ごとでの

検討条件に則した計画検討を行った。 

基本計画における、基本構想からの主要な変更点について表 10-1に示す。 

 

10.2.2. 基本設計における留意事項 

1) 既設排水渠・排泥渠の運用 

既設共同溝(排水渠・排泥渠)に清掃用の開口設置が望ましい 

 

2) 3 号配水池ドレンの運用 

3 号配水池のドレン先が排泥池であることから、排水池へ流入できるよう配管切回しが望

ましい
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図 10-1 全体整備計画平面図
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表 10-1 基本構想からの変更点(1/2) 
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表 10-1  基本構想からの変更点(2/2) 

 
 




